
要綱 01-1 

一般財団法人武蔵野市開発公社 敷地等の一時賃貸事業実施要綱  

（令和２年４月１日要綱第 ５号）  

改正（最終）令和７年８月１日要綱第１号  

 

（目的）  

第 １ 条  こ の 要 綱 は 、 一 般 財 団 法 人 武 蔵 野 市 開 発 公 社 （ 以 下 、 「 公 社 」

と い う 。 ） が 管 理 す る 敷 地 及 び 施 設 （ 以 下 、 「 公 社 敷 地 等 」 と い う 。 ）

を使用することについて 必要な事項を定めるものとする 。  

 

（使用対象者）  

第 ２ 条  公 社 敷 地 等 の 使 用 を 希 望 す る 個 人 ま た は 団 体 の 代 表 者 の う ち 、

次 の 各 号 の い ず れ に も 該 当 の す る も の は 、 公 社 敷 地 等 を 使 用 す る こ と

ができる。  

(1) 満 20 歳以上の者 ただし、 PENNY LANE GALLERY 事業については、満

18 歳以上の者とする。  

(2) 使用決定時に使用料を納付できる 者  

(3) 身分証明証等を提出できる者  

 

（使用対象事業）  

第 ３ 条  使 用 対 象 と な る 事 業 （ 以 下 、 「 一 時 賃 貸 事 業 」 と い う 。 ） は 、

次に掲げるものとする。  

(1) ＦＦビル内及び敷地内の事業  

イ  吉祥寺デッキ事業  

ロ  Ａ３階段下事業  

ハ  ＰＥＮＮＹ  ＬＡＮＥ  ＧＡＬＬＥＲＹ事業  

二  Ｂ棟コーナー事業  

(2) 公社の施設及び敷地内での事業  

イ  チャレンジマルシェ事業  

ロ  ２ ビ ル 軒 先 事 業  

 

（使用制限）  

第 ４ 条  公 社 理 事 長 （ 以 下 、 「 理 事 長 」 と い う 。 ） は 、 公 社 敷 地 等 で 実

施 す る 事 業 が 次 の 各 号 の い ず れ か に 該 当 す る と 認 め る と き は 、 使 用 を

許可しないものとする。  

(1) 前条各号の事業実施要領 に規定する事業の目的に合致しないもの  

(2) 公序良俗に反するもの  
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(3) 暴 力 団 員 に よ る 不 当 な 行 為 の 防 止 等 に 関 す る 法 律 （ 平 成 ３ 年 法 律

第 7 7号）第２条第２号の暴力団の利益になるもの  

(4) 前各号に掲げるもののほか、一時賃貸事業の運営上支障があるもの  

 

（使用申請）  

第 ５ 条  第 ３ 条 の 事 業 に つ い て 公 社 敷 地 等 の 使 用 を 希 望 す る 個 人 及 び 団

体の代表者は、理事長に 使用申請書を提出しなければならない。  

 

（使用決定及び通知）  

第 ６ 条  理 事 長 は 、 前 条 に 規 定 す る 申 請 が あ っ た と き は 、 そ の 申 請 内 容

を審査し、公社 敷地等の使用の可否を決定し、 申請者 に通知する。  

 

（使用手続き）  

第 ７ 条  前 条 の 使 用 の 決 定 に つ い て 、 通 知 を 受 け た 者 （ 以 下 、 「 使 用 者 」

という。）は、使用料の全額を納入しなければならない。  

 

（使用許可）  

第 ８ 条  理 事 長 は 、 前 条 の 手 続 き を 完 了 し た 者 に 対 し 使 用 許 可 証 を 交 付

する。  

 

（使用者の善管注意義務）  

第 ９ 条  使 用 者 は 、 善 良 な 管 理 者 の 注 意 を も っ て 管 理 す る と と も に 、 一

時賃貸事業の目的に従い効率的な運用を図らなければならない。  

２  使 用 者 の 責 に 帰 す べ き 事 由 に よ り 、 一 時 賃 貸 事 業 の 施 設 又 は 附 属 設

備 を 滅 失 し 、 又 は き 損 し た と き は 、 使 用 者 は 、 こ れ を 原 形 に 復 し 、 又

はこれに要する費用を賠償しなければならない。  

 

（公社敷地等の返還）  

第 10 条  使用者は、公社敷地等を返還しようとする際、き損箇所等があ

る 場 合 は 理 事 長 の 指 示 に 従 い 、 こ れ を 撤 去 し 、 又 は 修 繕 し て 原 形 に 復

さなければならない。  

２  前項の撤去、修繕等に要する費用は、使用者の負担とする。  

 

（展示物及び物品等の盗難・破損）  

第 11 条  搬入搬出時及び、 使用中における展示物及び物品等の盗難・破

損 に つ い て 、 い か な る 場 合 に お い て も 、 使 用 者 の 責 に 帰 す る も の と す

る。  
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（使用権の譲渡の禁止）  

第 12 条  第８条の規定による使用の許可を受けた個人及び団体は、その

権利等を第三者に譲渡し、又は転貸してはならない。  

 

（使用許可証の携帯）  

第 13 条  使用者は、公社敷地等を使用するに際し、当該使用許可証を携

帯しなければならない。  

 

（承認事項）  

第 14条  使 用 者 が 使 用 許 可 を 受 け た 後 、 事 業 を 中 止 し よ う と す る と き は 、

速やかに理事長に申し出、その承認を受けなければならない。  

２  理 事 長 は 、 前 項 の 規 定 に よ り 、 報 告 が あ っ た と き は 、 こ れ を 承 認 し 、

その旨を当該申請者に通知しなければならない。  

３  使 用 許 可 証 が 交 付 さ れ た 後 、 公 社 の 故 意 ま た は 瑕 疵 に よ る 設 備 整 備

等 に よ り 使 用 が 中 止 さ れ た 場 合 、 使 用 中 止 日 以 降 の 使 用 料 の 100分 の

200を支払うものとする。  

４  前 項 の 規 定 に よ り 中 止 さ れ た 事 業 に つ い て は 、 営 業 補 償 等 そ の 他 の

費用については、 補償を行わないものとする。  

 

（使用料の返還）  

第 15条  理 事 長 が 自 然 災 害 （ 被 災 者 生 活 再 建 支 援 法 ２ 条 １ 号 ） に よ り 使

用 が 難 し い と 判 断 し た 場 合 、 災 害 発 生 日 以 降 の 使 用 料 の 100分 の 100を

返還するものとする。  

 

（使用の禁止及び指示事項）  

第 16条  使 用 者 は 、 公 社 敷 地 等 を 使 用 す る に 際 し 、 次 に 掲 げ る 各 号 を 遵

守しなければならない。  

(１) 貸 出 ス ペ ー ス に 隣 接 す る 壁 面 や ガ ラ ス 面 等 に 広 告 物 等 を 張 り 付 け

てはならない。  

(２) 施 設 の 階 段 や 通 路 の 通 行 を 止 め る 行 為 又 は 阻 害 す る 行 為 を し て は

ならない。  

(３) 使 用 に 際 し 持 参 し た 物 品 や 発 生 し た ゴ ミ 等 を 残 置 し て は な ら な い 。  

(４) 火気を使用してはならない。  

(５) 介助動物を除き、動物を持ち込んではならない。  

(６) 調理及び飲食を伴う行為をしてはならない。  
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(７) 食 品 販 売 は 、 保 健 所 の 届 出 及 び 許 可 を 得 た も の 以 外 を 取 り 扱 っ て

はならない。  

(８) 道 路 使 用 等 の 必 要 な 許 認 可 は 、 使 用 者 側 で 取 得 し 、 許 可 証 の 写 を

提出すること。  

(９) 貸 出 ス ペ ー ス の 使 用 に あ た り 、 音 を 出 す 行 為 及 び 声 掛 け 等 に つ い

ては、周辺の店舗及び来街者等に十分配慮しなければならない。  

 

（使用の取消）  

第 17条  理 事 長 は 、 申 請 内 容 に 虚 偽 が あ る 場 合 、 そ の 使 用 許 可 を 取 り 消

すことが出来る。  

２  前 項 の 規 定 に よ り 、 取 り 消 さ れ た 場 合 、 使 用 料 の 返 還 は 行 わ な い も

のとする。  

 

（委任）  

第 18条  こ の 要 綱 に 定 め る も の の ほ か 、 使 用 の 手 続 に つ い て は 、 各 一 時

賃貸事業要領の定めるところによるものと する。  

 

（個人情報の利用目的）  

第 19条  こ の 事 業 で 取 得 し た 使 用 者 情 報 は 以 下 の 目 的 の た め に 利 用 す る 。

当 該 利 用 目 的 以 外 の 運 用 に つ い て は 、 公 社 が 定 め る 個 人 情 報 の 取 り 扱

いを適用する。  

(1) 使用者に弊社レンタルスペースをご利用いただくため。  

(2) 使用者からのお問い合わせにお答えするため。  

(3) 使 用 者 の 利 用 状 況 を 把 握 し 、 弊 社 レ ン タ ル 事 業 の 内 容 改 善 や 統 計

情報に用いるため。  

(4) 弊社レンタル事業の運営上のトラブル解決のため。  

(5) その他、 何らか の理由で 使用者に 連絡する 必要が生 じたとき のため 。  

 

付  則  

この要綱は、令和２年４月１日から施行する。  

付  則  

この要綱は、令和２年９月７日から施行する。  

 付  則  

この要綱は、令和３年 ４月１日より施行する。  

 付  則  

この要綱は、令和７年８月１日より施行する。  


